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研究成果の概要（和文）：高齢者の健康状態と生活の追跡調査により、IADL 低下に関連する要

因として加齢、食料品の買い物等日常生活行動や地域の役割遂行があげられた。また保健師へ

の聞き取り調査から、保健師は日常生活のしづらさを把握して自立生活継続につながるための

介護予防マネジメントを行っている反面、介護予防が必要な高齢者の早期発見の工夫が課題と

してあげられた。申請者らはこれらの調査から介護予防が必要な高齢者を早期発見するための

近隣での見守りリストを作成し、民生委員に調査した。8 割以上の民生委員が役立つと回答し、

このリストの活用の可能性が示唆された。 

  
研究成果の概要（英文）： 

A follow-up on the health and living conditions of the elderly revealed that the factors related to 

decreased instrumental activities of daily living (IADL) included aging, daily living activities like 

grocery shopping, and role performance in the community. In addition, an interview with public 

health nurses showed that they recognized elderly people’s difficulties in daily living and provided 

management of preventive care for sustained independent living, while a scheme for early detection 

of elderly persons requiring preventive care remained an issue. Based on the results of these 

surveys, the applicants prepared a watch list in their neighborhoods for early detection of elderly 

persons requiring preventive care and conducted a survey with welfare commissioners in the 

community. More than 80% of welfare commissioners responded that the list would be useful, 

suggesting the potential utilization of this list. 
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一方、ケアマネジメントに関しては、保健師
等保健分野でのマネジメント技法に関する
研究が行われている（岡本ら，2002）が、介
護予防が必要な高齢者へのマネジメントの
技術を検討した研究はほとんど見られてい
ない。 

（２）平成 14 年度から申請者らは豪雪過疎
地域に暮らす 65 歳以上の自立から要介護度
Ⅱまでの一人暮らし及び高齢者世帯の高齢
者を対象に生活行動とサポート･ニーズに関
する調査を実施してきた。3 年間の追跡調査
より、活動能力低下に関連する要因としてい
くつかの生活行動の未実施があげられ、今後
生活行動の実施状況を把握し、その変化を早
期に把握して関わる必要性が示唆された。 

 

２．研究の目的 

（１）豪雪過疎地域に暮らす単独・高齢者世
帯の高齢者の健康状態や生活の変化および
サポート･ニーズの変化を明らかにする。 

（２）活動能力低下に関連する要因を明らか
にする。 

（３）自立した生活を継続するための介護予
防マネジメントの状況と課題を整理する。 

（４）（３）をふまえ、地域の見守り活動に
おいて介護予防が必要な高齢者を早期発見
するために必要な内容を検討する。 

 

３．研究の方法 

目的に沿って４つの研究を行った。 
（１）高齢者の健康状態や生活の変化および
サポート･ニーズの変化 
①高齢者の健康と生活・サポートニーズの変
化に関する追跡調査 
Ａ市Ｂ地域在住の、要介護度Ⅱ以上を除く

65 歳以上の一人暮らし及び高齢者のみ世帯
の高齢者 475 人（平成 14 年 12 月 1 日現在）
から無作為抽出した 158 人のうち、平成 15

年、6 年後の平成 21 年と継続して調査に協力
が得られた高齢者 92 人を対象とし、質問紙
による訪問面接調査を行った。調査項目は、
基本属性、活動能力、受診状況、生活行動、
サポートニーズ等である。 
②高齢者の 7 年間での健康状況と動態 
①の 158 人のうち、平成 15 年 1 月から 2 月
に訪問面接調査を行った137人を分析対象と
した。調査は、Ｂ地域の保健師および地域包
括支援センターのケアマネージャーからの
聞き取り調査とし、平成 22 年 1 月に実施し
た。調査項目は、動態、世帯構成、健康状態
等とした。 

 
（２）活動能力低下に関連する要因 
方法（１）平成 15 年 1 月から 2 月に訪問面

接調査を行った 137 人のうち、老研式活動能
力指標の手段的自立（IADL）5 項目がすべて
自立していた 97 人中、転出を除く 90 人を対

象とした。そのうち、平成 21 年に追跡調査
が可能であった 57 人と、調査ができなくて
も明らかに手段的自立（IADL）の低下を伴
うと考えられる入所 2 人と要介護状態 2 人、
及び死亡 9 人を合わせた 70 人を分析対象と
した。入所・死亡事例は平成 20 年 12 月時点
で保健師が把握しているものとした。 

手段的自立（IADL）の 5 項目、5 点満点
のうち、芳賀ら(2001）の研究を参考に追跡
調査時に 1 点以上低下した群を「IADL 低下
群」、低下がみられなかった群を「IADL 維持
群」として、χ2検定、または Mann-Whitney

検定を行った。 

 
（３）自立した生活を継続するための介護予
防マネジメントの状況と課題 
地域包括支援センターまたは介護予防事業

を担当する保健師 4 人を対象とし、半構成的
質問紙を用いて 1時間程度の面接調査を実施
した。調査内容は「介護予防マネジメントで
よい結果が得られた事例の状況」と「介護予
防マネジメントの課題」とした。対象者の了
解を得て IC レコーダーに録音し、録音した
内容を逐語録にし、事例ごとに介護予防マネ
ジメントの実施状況を過程にそって抽出す
るとともに、マネジメントを行う際の支援意
図と課題について抽出した。 

 
（４）地域の見守り活動において介護予防が
必要な高齢者を早期発見するために必要な
内容の検討 
先行文献、保健師への聞き取り調査、豪雪

過疎地域の高齢者の健康と生活に関する縦
断調査で用いた生活行動 27 項目をもとに、
リストの項目について研究班内で検討した。
その後、作成したリストについて、A市豪雪
過疎地域の民生委員 117名を対象に、自記式
質問紙調査を行った。調査内容は属性、リス
トの項目の適切性、リストが役立つかどうか
等とした。 
 
（１）から（４）の研究の倫理的配慮とし

て、対象者に研究目的や研究への参加協力の
自由意思、個人のプライバシー保護等を文書
及び口頭で説明した。なお、新潟県立看護大
学の倫理委員会に研究計画書を提出し承認
を得て実施した。 
 
４．研究成果 
（１）高齢者の健康状態や生活の変化および
サポート･ニーズの変化 
①高齢者の健康と生活・サポートニーズの変
化に関する追跡調査 
男性 33 人（35.9%）、女性 59 人（64.1%）

であった。平成15年時点での平均年齢は72.9

±4.49 歳で、男性 72.9±4.32 歳、女性 73.0

±4.61 歳であった。世帯構成は、平成 21 年



 

 

では一人暮らしが 17 人(18.5%)、高齢者世帯
が 57 人(62.0%)、その他が 9 人(9.8%)で、6

年間で世帯に変化があった人は 18人(19.6%)

であった。 
老研式活動能力指標のうち、平成 21 年では

「あまりできない」「できない」の割合が 3

割を超えた項目は「新聞を読む」であった。
平成 21 年は平成 15 年と比べて「請求書の支
払い」「病院を見舞う」では、できる割合が
減り（p<0.05）、「家族の相談にのる」では、
できる割合が増えていた（p<0.05）。 
過去 1 カ月の過ごし方では、6 年間で、働

いている人、家事をしている人、趣味や好き
なことをしている人が減少した(p<0.05)。加
齢とともに、仕事だけでなく、趣味等の好き
なこともできなくなっている状況がうかが
えた。 
生活行動は、全体では平成 21 年は平成 15

年に比べて「バスに乗って一人で外出」「食
料品の買い物」「一人で食事の用意をする」
「部屋の掃除をする」「貯金の出し入れ」「散
歩や買い物をする」「運動やスポーツをする」
「近隣と話をする」「ストーブの準備」「庭や
家の周りの手入れ・管理」「屋根の雪下ろし」
「玄関前・道の除雪」「防火・戸締り」「自然
災害への備え」で実施している割合が減り
(p<0.05)、「医院や病院へ受診する」で実施し
ている割合が増えていた(p<0.05)。 
サポートニーズでは 1 割以上のサポートニ

ーズがある項目はなかった。6 年間で「医院
や病院への受診」、「屋根の雪下ろし」などの
ニーズが減ったのは 6年間でサービスが充実
したことが考えられる。 
 
②高齢者の 7 年間での健康状況と動態 

137 人のうち、男性が 57 人(42.0%)、女性
が 80 人(58.0%)、65-74 歳が 81 人(59.1%)、
75 歳以上が 56 人(40.9%)であった。世帯構成
は、一人暮らしが 28 人(20.4%)、高齢者世帯
が 109 人（79.6%)であった。 

7 年間で変化があった人は 61 人(44.5%)、
変化がなかった人は 76 人(55.5%)であった。 

変化があった人の内訳は、死亡 20 人
(14.6%)、転出 9 人(6.6%)であった。死亡の主
な原因は、脳梗塞とがんであった。7 年間で
の死亡率は 14.6%で、地域の 65 歳以上の高
齢者全員を対象とした安梅らの調査（安梅ら，
2006）での死亡率 12.7%とほぼ同様であった。
死亡原因では、脳梗塞やがんが多く、これら
の予防に向けた啓発活動の必要性が再確認
された。 

死亡を除く 117 人中、約半数の人に健康状
態に変化がみられた。新たな健康問題で多か
ったのは、心疾患 12 人で、次いで認知症 7

人、がんと脳梗塞 6 人であった。 

平成 22 年時点での治療状況では、8 割以上
の人が治療中で、主な治療中の疾患は、高血

圧 40 人、神経痛・関節痛 32 人、心臓病 8 人、
高脂血症 7 人、糖尿病 3 人、胃腸炎 3 人、肝
臓病 2 人、気管支喘息 2 人、リウマチ 2 人、
その他（うつ、腸閉塞など）であった。 

死亡・転出を除く 108 人中、新たに要介護
状態になったり、介護度が悪化した人は 28

人(26.2%)で、原因疾患は、要支援の人では高
血圧、関節痛、狭心症などが、介護度 4 の人
では脳梗塞の再発、呼吸器疾患（在宅酸素）、
介護度 5 の人では認知症の進行、心臓病があ
げられた。7 年間での新たな健康問題では、
心疾患や早期のがんは一時的に状態を悪化
させるが要介護状態にはつながらないこと
も多く、要介護状態を悪化させる要因として、
脳梗塞の再発、認知症の進行、在宅酸素等が
あげられた。これらは ADL を低下させ、自
立生活の継続を困難にするため、今後さらに
予防や早期発見・早期対応が重要であると考
える。 

 
（２）活動能力低下に関連する要因 
男性 27 人、女性 43 人で、初回調査時の平

均年齢は男性 72.6±4.40 歳、女性 72.8±4.87

歳であった。年齢別では、65 歳から 74 歳の
前期高齢者が 46 人（65.7%）、75 歳以上の後
期高齢者が 24 人（34.3%)、世帯構成別では、
一人暮らし 12 人(17.1%)、高齢者世帯 58 人
(82.9%)であった。 
「IADL 維持群」は 46 人(65.7%)、「IADL

低下群」は 24 人(34.3%)で、6 年後も約 65%

の人が IADL を維持していた。老研式活動能
力指標の合計得点は「IADL 維持群」は 11.9

±1.23 点、「IADL 低下群」は 11.1±2.01 点
で、「IADL 維持群」の合計点数が高い傾向に
あった（p<0.1）。また、「状況対応」の点数
は「IADL 維持群」3.5±0.84 点、「IADL 低
下群」3.0±1.20 点で、「IADL 維持群」の点
数が高かった（p<0.05）。「社会役割」の点数
に差はみられなかった。 
属性と IADL 維持との関連では、65-74 歳

の前期高齢者が 34 人(73.9%)、75 歳以上の後
期高齢者が 12 人(50.0%)で、前期高齢者のほ
うが IADLを維持している割合が多い傾向に
あった（p<0.1）。性別、世帯構成別では IADL

の維持に差はみられなかった。 
家庭内での役割を果たしていた人では

IADL を維持している人の割合が多かった
(p<0.05)。また、地域での役割を果たしてい
た人では IADLを維持している人の割合が多
い傾向にあった（p<0.1）。地域や家庭で何ら
かの役割をもつことが生命予後に関連して
いたとの報告もあり（安梅ら，2006）、高齢
者ができる範囲でこれらの役割が持てるよ
うにいくことが大切であると考える。 
生活行動との関連は、全体では「食料品の

買い物」「一人で食事の用意をする」「洗濯を
する」という日常的生活行動を実施していた



 

 

人で IADLを維持している人の割合が多かっ
た(p<0.05)。また、「掃除をする」「書類など
を書く」「運動やスポーツをする」「屋根の雪
下ろし」を実施していた人で IADL を維持し
ている人の割合が多い傾向にあった（p<0.1）。
日常的生活行動に着目することにより、要支
援・要介護状態に移行する可能性のある高齢
者を早期に把握することができると考える。 
 

（３）自立した生活を継続するための介護予
防マネジメントの状況と課題 
対象の保健師 4 人の保健師歴は 17～35 年、

介護予防事業担当歴は 1～3 年で、4 人の保健
師から語られたのは 5 事例であった。 
5 事例の特定高齢者に対し保健師が行った

介護予防マネジメントの際の支援内容は、31
のコード、21のサブカテゴリ、7のカテゴリ
に分類された。7のカテゴリは、【介護予防が
必要な高齢者を的確に把握する】【高齢者の
生活のしづらさや今後の生活ニーズを把握
する】【高齢者と家族と共に介護予防ケアプ
ランを立案する】【生活の支障の改善につな
がる介護予防事業につなげる】【事業の運営
を工夫する】【地域住民に介護予防事業を普
及啓発する】【多職種でケアの質の向上を図
る】であった。保健師は介護予防が必要な高
齢者の生活のしづらさや生活の変化を把握
し、事業への勧め方を工夫してその人にあっ
た事業につなぎ、効果を得ていた。また保健
師は、介護予防が必要な高齢者を的確に把握
するために、基本チェックリストからあがっ
た特定高齢者候補に優先度をつけながら全
員に訪問したり、健診時に気になる人に声を
かけてつないだりしていた。さらに、特定高
齢者を早期発見するための工夫の 1つとして
民生委員の協力があげられていた。 
課題は、41 のコード、17 のサブカテゴリ、

7 のカテゴリに分類された。7 のカテゴリは、
【高齢者全体に機能低下を予防する生活の
仕方を伝えていく】【高齢者全体に切れ目の
ない支援をしていく】【高齢者の介護予防の
ための継続支援の場をつくる】【特定高齢者
を早期発見するための工夫をする】【限られ
た予算や時間のなかで工夫してマネジメン
トする】【記録を工夫する】【事業評価の質を
確保する】であった。河野ら（2008）が基本
チェックリストでは看護職が判断する介護
予防事業対象者を見逃す可能性を示唆して
いるように、本研究でも同様のことが課題に
あげられており、今後さらに特定高齢者を早
期発見するための工夫が必要である。 
 

（４）地域の見守り活動において介護予防が
必要な高齢者を早期発見するために必要な
内容の検討 
研究班内で関連する文献と申請者らの先行

研究での結果を合わせてリストの項目を検

討し、外出行動 2 項目、日常生活 8 項目、社
会交流 3 項目、健康管理 3 項目、認知症の発
見 3 項目、うつの発見 3 項目の 22 項目を作
成した。作成したリストの適切性に関する調
査をA市豪雪過疎地域の民生委員117名に実
施し、回収 108 人、有効回答数 105 人であっ
た。 
対象者の平均年齢は、61.7±11.87 歳で、男

性が 55 人（51.4%）、女性 48 人(45.7%)であ
った。作成した見守りリスト 22 項目のクロ
ンバッハのα係数は 0.920 であった。項目別
では、8 割以上が「適している」「まあ適して
いる」であったのは 22 項目中 18 項目で、「適
している」が 6 割を超えた項目は、「家族・
近隣・友人などと話をしている」「地域の茶
の間や老人クラブなどに参加している」であ
った。8 割未満であった項目は、「入浴してい
る」「趣味・娯楽をしている」「ボランティア
活動をしている」「痛みや体調不良の訴えが
聞かれない」であった。このリストが介護予
防の必要な高齢者を早期に発見するための
近隣での見守りリストとして役にたつかど
うかでは、「役立つ」「まあ役立つ」を合わせ
て 90 人（85.7%）で、見守りリストとして活
用できる可能性が示された。 
 
なお、3 年間の研究成果については報告書

を作成し関係機関に配布した。さらに、高齢
者の継続調査の結果は、リーフレットにして
B地域の住民に配布した。 
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